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証券コード 2877
令和元年６月７日

株 主 各 位
山形県寒河江市幸町４番27号

代表取締役社長 大 沼 一 彦
　

第81期定時株主総会招集ご通知
　
拝啓 平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。
　さて、当社第81期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席下さいますよう
ご通知申しあげます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面により議決権を行使することができますので、お手数
ながら後記の株主総会参考書類をご検討下さいまして、同封の議決権行使書用紙に議案に対する
賛否をご表示いただき、令和元年６月25日（火曜日）午後５時までに到着するようご送付下さ
いますようお願い申しあげます。

敬 具

記
１．日 時 令和元年６月26日（水曜日）午前10時
２．場 所 山形県寒河江市幸町４番27号 日東ベスト株式会社本店会議室
３．会議の目的事項
報告事項 １．第81期（自平成30年４月１日 至平成31年３月31日）事業報告及び計算書

類報告の件
２．第81期（自平成30年４月１日 至平成31年３月31日）連結計算書類並びに
会計監査人及び監査役会の連結計算書類監査結果報告の件

決議事項
第１号議案 剰余金の処分の件
第２号議案 取締役15名選任の件
第３号議案 監査役１名選任の件
第４号議案 退任取締役に対する退職慰労金贈呈の件

以 上
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
◎ 当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出下さいます
ようお願い申しあげます。
◎ 株主総会参考書類、事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が生じた場合は、インタ
ーネット上の当社ウェブサイト (http://www.nittobest.co.jp/）に掲載させていただきま
す。
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（添付書類）

事 業 報 告 （自 平成30年４月１日 至 平成31年３月31日）

Ⅰ 企業集団の現況に関する事項

１．事業の経過及びその成果
　当連結会計年度におけるわが国の経済は、緩やかな景気回復基調で推移いたしましたが、世
界経済の変動による影響や国内における人手不足等から不透明な状況が続いております。
食品業界におきましては、上記国内経済状況の他、消費者の安全・安心への意識の高まりや

低価格志向継続、競争激化等厳しい経営環境で推移いたしました。
　このような環境のなかで、当社グループにおきましては、販売力の強化、お客様のニーズを
捉えた商品開発、お客様への迅速な対応に努めて参りました。その結果、当連結会計年度にお
ける売上高は、524億4千9百万円（前年同期比0.4％増）となりました。
　利益面に関しましては、原材料価格や燃料費・物流費の上昇等により、営業利益は9億4千8
百万円（前年同期比30.8％減）、経常利益は10億4千4百万円（前年同期比30.3％減）、親会社
株主に帰属する当期純利益は7億2千万円（前年同期比28.2％減）となりました。
　事業部門の区分別の売上高は、次のとおりであります。

【冷凍食品部門】
　冷凍食品部門につきましては、425 億6 千4 百万円（前年同期比0.9％増）となりました。
【日配食品部門】
　日配食品部門につきましては、68 億4 千9 百万円（前年同期比5.8％減）となりました。
【缶詰部門等】
　缶詰部門等につきましては、30 億3 千5 百万円（前年同期比7.9％増）となりました。
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２．設備投資の状況
　当連結会計年度において実施いたしました企業集団の設備投資の総額は32億9千2百万円で
あり、主なものは次のとおりであります。
神町工場 工場建屋増改築及び調理品製造設備等の増設
山形工場 工場建屋増改築及び調理品製造設備等の増設

３．資金調達の状況
　当連結会計年度の資金調達として記載すべき事項はありません。

４．対処すべき課題
　今後の見通しにつきましては、世界経済の変動による影響や消費税率の引き上げ予定に伴う
個人消費の動向等により、国内経済は不透明な環境で推移することが予想されます。
　食品業界におきましては、競争激化のほか、原材料価格や物流費、電力料等のエネルギー
費、人手不足による人件費の上昇等が懸念されること等から、業界を取巻く環境は引き続き厳
しい状況が続くものと思われます。加えて、異物混入防止や放射能、アレルゲンへの対応も含
めた安全・安心な食の提供や環境問題への対応等、企業に求められる社会的責任は増大してき
ております。
　このような環境に対し、当社グループは高度な品質の実現を重要課題として、販売力の強
化、お客様のニーズを捉えた商品開発、生産効率の向上を進めるとともに、安全・安心な商品
の安定的な供給体制を維持するために検査・分析能力等の更なる充実を図り、グループ全体の
収益性の向上に取り組んで参ります。
　株主の皆様におかれましては、今後ともより一層のご支援ご鞭撻を賜りますようお願い申し
上げます。
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５．財産及び損益の状況の推移
期 別

区 分 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度
（当連結会計年度）

売 上 高（百万円） 53,480 51,354 52,253 52,449

経 常 利 益（百万円） 1,271 1,655 1,497 1,044
親 会 社 株 主 に 帰 属
す る 当 期 純 利 益（百万円） 761 1,159 1,003 720

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益（円） 62.99 95.90 82.98 59.55

総 資 産（百万円） 36,124 37,142 38,729 40,777

純 資 産（百万円） 11,172 13,017 13,777 14,149
１ 株 当 た り 純 資 産（円） 924.40 1,025.40 1,095.49 1,133.56
（注） １株当たり当期純利益は、期中平均株式数によって算出しております。

６．重要な親会社及び子会社の状況
（1）親会社との関係
　該当事項はありません。

（2）重要な子会社の状況
会 社 名 資 本 金 当社の出資比率 主 要 な 事 業 内 容

九 州 ベ ス ト フ ー ズ 株 式 会 社 90百万円 100.0％ 冷凍食品の製造販売
関 西 ベ ス ト フ ー ズ 株 式 会 社 20 100.0 冷凍食品の製造販売
株 式 会 社 爽 健 亭 50 100.0 日配食品の製造販売
JAPAN BEST FOODS COMPANY LIMITED 1,200 51.0 加工食品の製造販売

　当連結会計年度の連結子会社は、上記の重要な子会社を含め５社、持分法適用会社１社で
あります。

（3）事業年度末日における特定完全子会社の状況
　該当事項はありません。

宝印刷株式会社 2019年05月24日 20時22分 $FOLDER; 4ページ （Tess 1.50(64) 20181220_01）



事
業
報
告

計
算
書
類
等

株
主
総
会
参
考
書
類

招
集
ご
通
知

連
結
計
算
書
類
等

― 5 ―

７．主要な事業内容
　冷凍食品・日配食品・缶詰・袋詰・その他食料品の製造販売及び畜産物の加工販売でありま
す。

８．主要な事業所
（1）当社

名 称 所 在 地 名 称 所 在 地
本 社 山形県寒河江市 東 根 工 場 山形県東根市
営 業 本 部 千葉県船橋市 大 谷 工 場 山形県西村山郡朝日町
札 幌 支 店 北海道札幌市 天 童 工 場 山形県天童市
東 北 支 店 山形県寒河江市 本 楯 工 場 山形県寒河江市
関 信 越 支 店 群馬県高崎市 神 町 工 場 山形県東根市
東 京 支 店 千葉県船橋市 山 形 工 場 山形県山形市
名 古 屋 支 店 愛知県名古屋市 学校給食センター 山形県寒河江市
大 阪 支 店 大阪府吹田市 中 央 研 究 所 山形県寒河江市
広 島 支 店 広島県広島市 山形配送センター 山形県山形市
九 州 支 店 福岡県八女郡広川町 関東配送センター 千葉県船橋市
寒 河 江 工 場 山形県寒河江市 関西配送センター 滋賀県甲賀市
高 松 工 場 山形県寒河江市 九州配送センター 佐賀県鳥栖市

（2）子会社
会 社 名 所 在 地

九 州 ベ ス ト フ ー ズ 株 式 会 社 福岡県八女郡広川町
関 西 ベ ス ト フ ー ズ 株 式 会 社 滋賀県甲賀市
株 式 会 社 爽 健 亭 神奈川県横浜市
JAPAN BEST FOODS COMPANY LIMITED ベトナム社会主義共和国ドンナイ省
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９．従業員の状況
区 分 従 業 員 数 前期末比増減 平 均 年 齢 平均勤続年数
男 子 719名 23名増 43.0歳 15.4年
女 子 613 50名増 39.1 11.9
合計又は平均 1,332 73名増 41.2 13.8

（注） 上記には、臨時従業員1,001名は含まれておりません。

10．主要な借入先
借 入 先 借 入 金 残 高

農 林 中 央 金 庫 4,201百万円
株 式 会 社 山 形 銀 行 3,878
株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 997
山 形 市 900
株 式 会 社 荘 内 銀 行 822
(注) (1) 農林中央金庫の借入金残高には社債の残高600百万円が含まれております。

(2) 株式会社みずほ銀行の借入金残高には社債の残高400百万円が含まれております。
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Ⅱ 会社の株式に関する事項

１．発行可能株式総数 24,000,000株
２．発行済株式の総数 12,098,165株（自己株式4,495株を除く）
３．株主数 1,300名（前期末比66名減少）
４．大株主（上位10名）
　

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率
日 東 ベ ス ト 取 引 先 持 株 会 1,317,400株 10.88％
有 限 会 社 ウ チ ダ ・ コ ー ポ レ ー ト 941,400 7.78
日 東 ベ ス ト 従 業 員 持 株 会 708,000 5.85
農 林 中 央 金 庫 605,010 5.00
株 式 会 社 山 形 銀 行 600,000 4.95
株 式 会 社 ウ チ ダ ・ ホ ー ル デ ィ ン グ ス 527,000 4.35
内 田 淳 343,128 2.83
鈴 木 俊 幸 306,207 2.53
国 分 グ ル ー プ 本 社 株 式 会 社 293,611 2.42
東洋製罐グループホールディングス株式会社 291,391 2.40
（注） 持株比率は、自己株式（4,495株）を控除して計算しております。

５．その他株式に関する重要な事項
　該当事項はありません。
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Ⅲ 会社役員に関する事項

１．取締役及び監査役の氏名等
会社における地位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代表取締役会長 内 田 淳
有限会社ウチダ・コーポレート代表取締役社長
青島日東食品有限公司代表取締役
株式会社ウチダ・ホールディングス代表取締役

代表取締役社長 大 沼 一 彦 関西ベストフーズ株式会社代表取締役社長
取締役相談役 鈴 木 俊 幸 株式会社機能性ペプチド研究所代表取締役社長

専 務 取 締 役 塚 田 荘一郎 営業本部長兼海外事業本部長
九州ベストフーズ株式会社代表取締役社長

常 務 取 締 役 山 本 時 夫 営業企画部長
常 務 取 締 役 佐 藤 明 彦 総務人事部長兼フラナス事業部長
常 務 取 締 役 鈴 木 清 信 商品企画部長
常 務 取 締 役 工 藤 象二郎 経理部管掌
常 務 取 締 役 佐 藤 光 義 生産本部長兼生産部長
取 締 役 近 野 修 購買部長
取 締 役 松 田 企 一 研究部長
取 締 役 長 瀬 信 裕 生産本部副本部長兼西統括工場長
取 締 役 熊 谷 敏 博 東統括工場長兼天童工場長
取 締 役 阿 部 正 一 営業本部副本部長（東日本担当）
取 締 役 遠 藤 雅 芳 品質保証部長
取 締 役 渡 邉 昭 秀 営業本部副本部長（西日本担当）
取 締 役 内 田 真帆子 健康事業部長
取 締 役 黒 沼 憲 税理士法人黒沼共同会計事務所代表社員
常 勤 監 査 役 横 塚 直 樹
監 査 役 村 山 永 村山永法律事務所所長
監 査 役 小 野 クナ子 寒河江市社会福祉協議会副会長
（注）（1）取締役黒沼憲氏は会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。

（2）監査役村山永、小野クナ子の両氏は会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。
（3）取締役黒沼憲氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有する

ものであります。
（4）監査役村山永氏は、弁護士として企業法務に関する相当程度の知見を有するものであります。
（5）取締役黒沼憲、監査役村山永の両氏は、東京証券取引所が指定を義務付ける一般株主と利益相反が生

じるおそれのない独立役員であります。
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２．取締役及び監査役の報酬等の額
区 分 支 給 人 員 支 給 額
取 締 役
（うち社外取締役）

18名
（ 1）

234百万円
（ 3）

監 査 役
（うち社外監査役）

3
（ 2）

24
（ 5）

合 計 21 259
（注）（1）取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

（2）取締役の報酬限度額は、平成６年１月６日開催の臨時株主総会において年額350百万円以内（ただ
し、使用人分給与は含まない。）と決議いただいております。

（3）監査役の報酬限度額は、平成６年１月６日開催の臨時株主総会において年額50百万円以内と決議いた
だいております。

（4）取締役及び監査役の支給額には、当事業年度中に役員退職慰労引当金として費用処理した24百万円
（取締役22百万円、監査役1百万円）を含んでおります。

３．社外役員に関する事項
　

区 分 氏 名 重要な兼職の状況及び主な活動状況

取 締 役 黒 沼 憲
公認会計士として税理士法人黒沼共同会計事務所の代表社員に就任し
ております。
当事業年度開催の取締役会16回のうち16回出席し、審議に関して必
要な発言を適宜行っております。

監 査 役 村 山 永
弁護士として村山永法律事務所の所長に就任しております。
当事業年度開催の取締役会16回のうち15回出席し、また、当事業年
度開催の監査役会15回のうち15回出席し、審議に関して必要な発言
を適宜行っております。

監 査 役 小 野 クナ子
当事業年度開催の取締役会16回のうち16回出席し、また、当事業年
度開催の監査役会15回のうち15回出席し、審議に関して必要な発言
を適宜行っております。

（注）（1）取締役黒沼憲氏が兼職している税理士法人黒沼共同会計事務所と当社との間には、特別な関係はあり
ません。

（2）監査役村山永氏が兼職している村山永法律事務所と当社との間には、特別な関係はありません。
（3）責任限定契約の内容の概要

当社と各社外役員は、会社法第423条第１項に定める賠償責任を限定する契約を締結しており、当該
契約に基づく賠償責任限度額は、法令が定める額としております。
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Ⅳ 会計監査人の状況

１．会計監査人の名称
　EY新日本有限責任監査法人

２．当該事業年度に係る会計監査人の報酬等の額
支 払 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 27百万円
当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 27
（注）（1）当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の

監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できないため、上記金額はこれらの合計額
を記載しております。

（2）監査役会は、取締役、社内関係部署及び会計監査人から必要な資料の入手や報告の聴取を通じて、会
計監査人の監査報酬の見積もりの算出根拠、及び、当該事業年度における会計監査人の職務の執行状
況の妥当性や適正性を確認した結果、当該報酬等の額は相当、妥当であると判断いたしました。

（3）当社の子会社であるJAPAN BEST FOODS COMPANY LIMITEDは、当社の会計監査人以外の監
査法人の監査を受けております。

３．会計監査人の解任または不再任の決定の方針
　当社は、当社都合の場合のほか、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要が
あると判断した場合は、会計監査人の解任または不再任を株主総会の議案の内容とすることを
監査役会で審議し決定いたします。
　監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる
場合には、監査役全員の合意に基づき監査役会が会計監査人を解任いたします。
　この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される株主総会において、会計
監査人を解任した旨と解任の理由を報告いたします。
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Ⅴ 会社の体制及び方針

１．取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他業務の適正
を確保するための体制及び当該体制の運用状況の概要
　当社は、平成18年５月11日の取締役会において、内部統制システム構築の基本方針を決議
し、平成28年５月13日開催の取締役会において、⑤⑥⑦⑧の項目を改定いたしました。改定
後の基本方針及び当該体制の運用状況の概要は、以下のとおりであります。
① 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
＜体制＞
・役職員の職務の執行が法令及び定款に適合し、かつ社会的責任を果たすため、企業行動規
範を定め、それを全役職員に周知徹底させる。
・当社の企業行動が法的、社会的、道義的責任を全うするため社外の委員による企業倫理委
員会を設置し、また、企業内における法令違反や不正行為の情報収集と発生防止のためコ
ンプライアンス目安箱を設置する。
＜運用状況の概要＞
・毎週グループ速報でグループ企業行動規範の周知徹底を図っており、幹部会や全体会等の
会議では、全出席者がコンプライアンス（法令遵守）の重要性を確認することとしており
ます。
・内部監査室が事務局となり、社外の有識者、弁護士、学識経験者からなる企業倫理委員会
を開催しております。また、企業内における法令違反や不正行為の情報収集と発生防止の
ためのコンプライアンス目安箱を設置しておりますが、当事業年度においては業務に関わ
る重大な案件は発生しておりません。

② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
＜体制＞
・取締役の職務の執行に係る情報・文書の取扱いは、当社社内規程等に従い適切に保存及び
管理する。
＜運用状況の概要＞
・取締役の職務の執行に係る情報・文書は、法令及び関係規程に従って適切に保存及び管理
しております。

③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
＜体制＞
・リスク管理を統括する部門を設置し、リスク管理体制の構築及び運用を行う。
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＜運用状況の概要＞
・法令やリスク管理の担当部署を明確にし、法令改正や事故等の新たな経営リスクの発生を
監視するとともに、取締役会等でリスク等の影響と対応策の検討、必要に応じて、規程、
業務の見直し等を図っております。

④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
＜体制＞
・中期事業計画を定め、会社として達成すべき目標を明確化するとともに、取締役ごとに業
績目標を明確化する。
・取締役会を月１回定時に開催するほか、必要に応じて適時臨時に開催する。また、会長、
社長等によって構成される経営会議において、取締役会の決定事項の事前審議や取締役会
から権限を委譲された範囲内での経営の重要事項の審議を行う。
＜運用状況の概要＞
・中期計画『サクセス2020』を策定し、各部門において本計画の周知徹底を図り、計画達
成に向けて事業を推進しております。
・取締役会を16回開催し、経営方針、法令で定められた事項や経営に関する重要事項等の
業務執行を決定し、監督しております。経営会議は23回開催し、業務の効率的執行を図
ることに努めております。なお、経営会議のもとに販売、生産、開発、管理、予算の５つ
の分科会を置き、さらなる業務の効率的執行を図っております。

⑤ 会社並びに子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
＜体制＞
・子会社の業務の適正を確保するための基本方針
当社の企業行動規範に従い、コンプライアンス体制の構築に努める。

（1）子会社の取締役の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制
子会社は当社の企業行動規範に従い、重要事項については必要により経営会議及び取締
役会に報告し、決裁を受ける。

（2）子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
1）子会社の損失の危険の管理に関する規程として、子会社の経営環境等に応じて、諸規
程等を制定し、適切な運用を図る。

2）当社のリスクマネジメントにおける審議は、子会社に関わる事項を含むものとする。
また、子会社の投融資についても、当社の稟議決裁規程に基づき審議する。
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（3）子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
子会社の経営環境等に応じて、当社の指定する規程類を制定し、実効性あるものとして
運用されている状態を定着させるよう努める。

（4）子会社の取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するため
の体制
1）子会社の経営環境等に応じて、当該会社の役員・従業員等に対して、法令及び企業行
動規範の遵守を徹底させる。

2）当社の内部監査室は、子会社に対して必要に応じてヒアリングを行う。
＜運用状況の概要＞
・子会社の取締役会には子会社の取締役に選任された当社の取締役が出席し、適宜意見を述
べており、また、子会社において、重要事項を決定する場合は随時報告を受け、当社にお
いても十分な協議・検討を行っております。
・当社の内部監査室は、子会社に対して、監査計画に基づき、業務全般にわたり監査を実施
し、業務の適正な運営・社内規程との整合性を監査するとともに、業務の改善・効率化の
推進に努めております。

⑥ 監査役が職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する体
制と当該使用人の取締役からの独立性に関する事項
＜体制＞
・監査役を補助すべき使用人を監査役室に置き、必要な人員を配置する。
・監査役室の使用人の人事異動、人事評価、懲戒に関しては、監査役会の事前の同意を得る
ものとする。
＜運用状況の概要＞
・現在、監査役から職務を補助すべき使用人を監査役室に置くことを求められておりませ
ん。

⑦ 取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関する体制
＜体制＞
・監査役が重要会議への出席、決裁稟議の内容報告、部署等の調査を通じて、取締役の職務
の執行について、逐次チェックすることができる体制を整備する。
・内部監査室が監査役に対して、その監査計画及び監査結果について定期的に報告を行い、
監査役との情報の共有化を図る。
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・取締役及び使用人は、会社に重大な損失を与える事項が発生し又は発生する恐れがあると
き、役職員による違法又は不正な行為を発見したとき、その他監査役会が報告すべきもの
と定めた事項が生じたときは、監査役に報告する。

・前記報告を行ったことを理由に解雇、配転、差別等の不利益を与えることはない。
＜運用状況の概要＞
・監査役会監査計画に従って、監査役の経営会議等の重要会議への出席、決裁稟議の内容報
告、事業所等の往査等に対応しております。
・内部監査室は内部監査の結果を監査役に定期的に報告するとともに、不正行為・事故等の
情報は担当部署から監査役に対して適宜報告・説明しております。

⑧ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
＜体制＞
・取締役は監査役による監査に協力し監査に係る費用については監査の実効性を確保すべく
必要な予算を措置する。
・会計監査人が監査実施状況の報告等を定期的に行う。
・代表取締役との定期・随時の懇談を通じて情報共有を確保する。
＜運用状況の概要＞
・取締役は監査役による監査に協力し監査に係る費用については監査の実効性を確保すべく
必要な予算を措置しております。
・会計監査の適正を確保するため、会計監査人は監査実施状況の報告等を定期的に行ってお
ります。
・代表取締役との定期・随時の懇談を通じて情報共有を確保しております。

２．株式会社の支配に関する基本方針
　特に定めておりません。

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
　◎ 本事業報告中の記載金額については、単位未満を切り捨てて表示しております。
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貸 借 対 照 表
（平成31年３月31日現在） （単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額
資産の部
流動資産
現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
売 掛 金
有 価 証 券
商 品 及 び 製 品
仕 掛 品
原 材 料 及 び 貯 蔵 品
前 払 費 用
未 収 入 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金
固定資産
有形固定資産
建 物
構 築 物
機 械 及 び 装 置
車 輌 運 搬 具
工 具 器 具 備 品
土 地
建 設 仮 勘 定
無形固定資産
電 話 加 入 権
ソ フ ト ウ ェ ア
そ の 他
投資その他の資産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
その他の関係会社有価証券
出 資 金
長 期 貸 付 金
長 期 前 払 費 用
前 払 年 金 費 用
繰 延 税 金 資 産
長 期 差 入 保 証 金
保 険 積 立 金
貸 倒 引 当 金

（19,932,968）
2,704,199
1,426,008
9,328,009
180,000
3,111,847
356,185
1,898,681
119,418
602,426
540,237
△334,045

（18,638,046）
（15,279,159）
6,221,711
276,260
5,426,217
34,838
145,456
3,065,627
109,046
（121,322）

4,440
92,268
24,612

（3,237,564）
1,376,537
547,249
612,000
11,678
93,208
13,441
73,418
373,066
62,563
77,763
△3,362

負債の部
流動負債
支 払 手 形
電 子 記 録 債 務
買 掛 金
短 期 借 入 金
一年以内返済長期借入金
リ ー ス 債 務
未 払 金
未 払 法 人 税 等
未 払 消 費 税 等
未 払 費 用
賞 与 引 当 金
設 備 支 払 手 形
そ の 他
固定負債
社 債
長 期 借 入 金
リ ー ス 債 務
退 職 給 付 引 当 金
役員退職慰労引当金
長 期 未 払 金
長 期 預 り 金

（17,668,430）
1,176,430
2,608,740
4,607,475
3,600,000
2,059,595

2,190
1,880,694
131,669
6,102

808,264
346,521
361,496
79,248

（8,433,592）
1,000,000
5,147,811

1,642
1,152,031
254,266
402,504
475,337

負 債 合 計 26,102,022
純資産の部
株主資本
資本金
資本剰余金
資 本 準 備 金
利益剰余金
利 益 準 備 金
そ の 他 利 益 剰 余 金
別 途 積 立 金
繰 越 利 益 剰 余 金
自己株式
評価・換算差額等
その他有価証券評価差額金

（12,112,259）
（1,474,633）
（1,707,937）
1,707,937
（8,933,867）
229,070
8,704,797
5,487,100
3,217,697
（△4,179）
（356,732）
356,732

純 資 産 合 計 12,468,991
資 産 合 計 38,571,014 負 債 ・ 純 資 産 合 計 38,571,014
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損 益 計 算 書
（自 平成30年４月１日 至 平成31年３月31日） （単位：千円）

科 目 金 額
売 上 高 52,813,851
売 上 原 価 43,532,497
売 上 総 利 益 9,281,354
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 8,399,155
営 業 利 益 882,199
営 業 外 収 益
受 取 利 息 及 び 配 当 金 86,542
補 助 金 収 入 67,088
受 取 補 償 金 38,315
そ の 他 19,913 211,859

営 業 外 費 用
支 払 利 息 98,397
そ の 他 13,705 112,102

経 常 利 益 981,956
特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 560 560
特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 35,137
そ の 他 1,443 36,580
税 引 前 当 期 純 利 益 945,936
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 296,516
法 人 税 等 調 整 額 △11,533 284,983
当 期 純 利 益 660,952
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株主資本等変動計算書
（自 平成30年４月１日 至 平成31年３月31日） （単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金
資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金 資本剰余金合計
当 期 首 残 高 1,474,633 1,707,937 1,707,937
当 期 変 動 額
当 期 変 動 額 合 計 ― ― ―
当 期 末 残 高 1,474,633 1,707,937 1,707,937
　

（単位：千円）
株 主 資 本

利 益 剰 余 金
自 己 株 式 株主資本合計

利益準備金
その他利益剰余金

利益剰余金合計
別途積立金 繰越利益剰余金

当 期 首 残 高 229,070 5,487,100 2,738,218 8,454,388 △4,124 11,632,834
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △181,473 △181,473 △181,473
当 期 純 利 益 660,952 660,952 660,952
自 己 株 式 の 取 得 △54 △54
当 期 変 動 額 合 計 ― ― 479,479 479,479 △54 479,424
当 期 末 残 高 229,070 5,487,100 3,217,697 8,933,867 △4,179 12,112,259
　

（単位：千円）
評 価 ・ 換 算 差 額 等

純 資 産 合 計
その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計

当 期 首 残 高 405,483 405,483 12,038,318
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △181,473
当 期 純 利 益 660,952
自 己 株 式 の 取 得 △54
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 （純 額） △48,751 △48,751 △48,751

当 期 変 動 額 合 計 △48,751 △48,751 430,673
当 期 末 残 高 356,732 356,732 12,468,991
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個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項
（1）有価証券の評価基準及び評価方法

満期保有目的の債券 償却原価法
子会社及び関連会社株式 移動平均法による原価法
そ の 他 有 価 証 券
時価のあるもの 決算末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却
原価は、移動平均法により算定）

時価のないもの 移動平均法による原価法
（2）たな卸資産の評価基準及び評価方法

製品・原材料・仕掛品 総平均法による原価法
（貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく簿価切下
げの方法により算定）

貯 蔵 品 最終仕入原価法による原価法
（貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく簿価切下
げの方法により算定）

（3）固定資産の減価償却の方法
有 形 固 定 資 産
（リース資産を除く）

定率法
ただし、平成10年４月１日以降取得した建物（建物
附属設備を除く）並びに機械及び装置、平成28年４
月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物につい
ては、定額法によっております。

無 形 固 定 資 産
（リース資産を除く）

定額法
ただし、ソフトウェア（自社利用分）については、社
内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によ
っております。

リ ー ス 資 産 リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定
額法によっております。
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（4）引当金の計上基準
貸 倒 引 当 金 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債

権については、貸倒実績率に基づき、貸倒懸念債権等
特定の債権については個別に債権の回収可能性を勘案
し、回収不能見込額を計上しております。

賞 与 引 当 金 従業員への賞与の支給に備えるため、支給見込額に基
づき計上しております。

退 職 給 付 引 当 金 従業員への退職給付に備えるため、当事業年度末にお
ける退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当
事業年度末において発生していると認められる額を計
上しております。退職給付債務の算定にあたり、退職
給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方
法については、給付算定式基準によっております。な
お、過去勤務費用については、その発生時に費用処理
しており、数理計算上の差異については、各事業年度
の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一
定の年数（10年）による定額法により按分した金額
を、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理しており
ます。
なお、当事業年度において認識すべき年金資産が、退
職給付債務から数理計算上の差異等を控除した額を超
過する場合には、前払年金費用として投資その他の資
産に計上しております。
未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の貸
借対照表における取扱いが連結貸借対照表と異なりま
す。

役員退職慰労引当金 役員への退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づ
く事業年度末要支給額を計上しております。

（5）繰延資産の処理方法
社 債 発 行 費 支出時に全額費用として処理しております。

（6）消費税等の処理方法 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっ
ております。
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【表示方法の変更】
　(「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用に伴う変更)
「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年2月16日）に伴
う、「会社法施行規則及び会社計算規則の一部を改正する省令」（法務省令第5号 平成30年3月
26日)を当事業年度の期首から適用し、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延
税金負債は固定負債の区分に表示する方法に変更しております。

２．貸借対照表に関する注記
（1）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
（2）関係会社に対する金銭債権・債務

短期金銭債権 1,534,740千円
長期金銭債権 92,275千円
短期金銭債務 910,299千円
長期金銭債務 1,134千円

（3）有形固定資産の減価償却累計額 29,017,722千円
（4）担保に供している資産

建 物 4,837,763千円
機械及び装置 1,422,624千円
土 地 2,043,750千円
　 計 8,304,138千円
担保に係る債務
短 期 借 入 金 2,538,050千円
一年以内返済長期借入金 1,417,857千円
長 期 借 入 金 4,280,893千円
　 8,236,800千円

（5）保証債務
次の子会社について、銀行からの借入に対し債務保証を行っております。
JAPAN BEST FOODS COMPANY
LIMITED 79,375千円（16,536百万ベトナムドン）

上記の外貨建保証債務は、決算日の為替相場により円換算しております。
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３．損益計算書に関する注記
（1）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
（2）関係会社との取引高

売 上 高 3,997,870千円
その他の営業取引高 10,050,880千円
営業取引以外の取引高 66,233千円

　
４．株主資本等変動計算書に関する注記
　自己株式の数に関する事項

株式の種類 当事業年度期首
の株式数（株）

当事業年度増加
株 式 数（株）

当事業年度減少
株 式 数（株）

当事業年度末の
株 式 数（株）

普 通 株 式 4,435 60 ― 4,495
　
５．税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
繰延税金資産
退職給付引当金 327,898千円
賞与引当金 110,147千円
貸倒引当金 102,571千円
役員退職慰労引当金 77,296千円
その他 121,473千円
繰延税金資産小計 739,387千円
評価性引当額 △214,366千円
繰延税金資産合計 525,021千円
繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 △151,955千円

繰延税金負債合計 △151,955千円
繰延税金資産の純額 373,066千円
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６．関連当事者との取引に関する注記
　子会社

名 称 議決権等の
所 有 割 合

関 係 内 容
取引の内容 取引金額 科 目 期末残高

役員の兼任等 事業上の関係

㈱ 爽 健 亭 100％ 兼任２名 製品・半製品・材料売上
及び商品仕入

売 上 高 3,555,573千円 売 掛 金 624,977千円

商品仕入高 3,563,853千円 買 掛 金 390,904千円

（注）取引条件及び取引条件の決定条件
当社の材料の有償支給価格については、原価及び市場価格を勘案し交渉の上決定しており
ます。

７．１株当たり情報に関する注記
（1）１株当たり純資産額 1,030円65銭
（2）１株当たり当期純利益 54円63銭
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会計監査人の監査報告書 謄本

独立監査人の監査報告書
令和元年５月22日

日東ベスト株式会社
　取締役会 御中

EY新日本有限責任監査法人
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 髙 橋 和 典 ㊞
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 鈴 木 克 子 ㊞

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、日東ベスト株式会社の平成30年４月１日
から平成31年３月31日までの第81期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資
本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。
計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及び
その附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな
い計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及
び運用することが含まれる。
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明
細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監
査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚
偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施
することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続
が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書
の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性につ
いて意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切
な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検
討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見
積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企
業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての
重要な点において適正に表示しているものと認める。
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。

以 上
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連 結 貸 借 対 照 表
（平成31年３月31日現在） （単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額
資産の部 負債の部
流動資産

現 金 及 び 預 金

受取手形及び売掛金

有 価 証 券

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固定資産

有形固定資産

建 物 及 び 構 築 物

機械装置及び運搬具

工具、器具及び備品

土 地

建 設 仮 勘 定

無形固定資産

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

長 期 貸 付 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

（20,256,811）

3,397,455

10,644,246

180,000

3,087,805

381,077

2,131,867

604,480

△170,120

（20,520,683）

（16,484,540）

7,029,687

5,798,863

156,339

3,390,057

109,592

（122,763）

122,763

（3,913,379）

3,041,102

933

614,952

257,324

△933

流動負債 （17,663,837）
支払手形及び買掛金 5,036,851
電 子 記 録 債 務 2,608,740
短 期 借 入 金 3,768,048
一年以内返済長期借入金 2,059,595
リ ー ス 債 務 2,190
未 払 金 2,028,785
未 払 法 人 税 等 180,654
賞 与 引 当 金 415,444
そ の 他 1,563,526
固定負債 （8,964,364）
社 債 1,000,000
長 期 借 入 金 5,147,811
リ ー ス 債 務 1,642
退職給付に係る負債 1,676,233
役員退職慰労引当金 261,869
そ の 他 876,808
負 債 合 計 26,628,201
純資産の部
株主資本 （13,507,822）
資本金 1,474,633
資本剰余金 1,707,937
利益剰余金 10,329,430
自己株式 △4,179
その他の包括利益累計額 （206,160）
その他有価証券評価差額金 368,129
為替換算調整勘定 3,660
退職給付に係る調整累計額 △165,630
非支配株主持分 （435,310）
純 資 産 合 計 14,149,293

資 産 合 計 40,777,494 負 債 ・ 純 資 産 合 計 40,777,494
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連 結 損 益 計 算 書
（自 平成30年４月１日 至 平成31年３月31日） （単位：千円）

科 目 金 額
売 上 高 52,449,603
売 上 原 価 41,961,911
売 上 総 利 益 10,487,692
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 9,539,399
営 業 利 益 948,293
営 業 外 収 益
受 取 利 息 3,073
受 取 配 当 金 29,423
持 分 法 に よ る 投 資 利 益 54,783
補 助 金 収 入 67,088
受 取 補 償 金 38,315
そ の 他 21,478 214,162

営 業 外 費 用
支 払 利 息 102,205
そ の 他 16,007 118,212

経 常 利 益 1,044,243
特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 560 560
特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 35,137
そ の 他 1,443 36,580

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 1,008,222
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 364,650
法 人 税 等 調 整 額 △8,697 355,952
当 期 純 利 益 652,270
非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 損 失（△） △68,173
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 720,443
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連結株主資本等変動計算書
（自 平成30年４月１日 至 平成31年３月31日） （単位：千円）

株 主 資 本
資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計

当 期 首 残 高 1,474,633 1,707,937 9,790,460 △4,124 12,968,906
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △181,473 △181,473
親会社株主に帰属
する当期純利益 720,443 720,443

自己株式の取得 △54 △54
当 期 変 動 額 合 計 ― ― 538,970 △54 538,915
当 期 末 残 高 1,474,633 1,707,937 10,329,430 △4,179 13,507,822
　

（単位：千円）
　

その他の包括利益累計額
非 支 配
株 主 持 分

純 資 産
合 計

そ の 他
有 価 証 券
評価差額金

為 替 換 算
調 整 勘 定

退 職 給 付
に 係 る
調整累計額

そ の 他 の
包 括 利 益
累計額合計

当 期 首 残 高 421,317 25,495 △162,247 284,565 524,462 13,777,935
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △181,473
親会社株主に帰属
する当期純利益 720,443

自己株式の取得 △54
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） △53,187 △21,834 △3,383 △78,405 △89,152 △167,558

当 期 変 動 額 合 計 △53,187 △21,834 △3,383 △78,405 △89,152 371,357
当 期 末 残 高 368,129 3,660 △165,630 206,160 435,310 14,149,293
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連結注記表
１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項
（1）連結の範囲に関する事項

連結子会社の数 ５社
主要な連結子会社の名称 九州ベストフーズ株式会社

関西ベストフーズ株式会社
株式会社機能性ペプチド研究所
株式会社爽健亭
JAPAN BEST FOODS COMPANY LIMITED

主要な非連結子会社の名称等 青島日東食品有限公司
（連結の範囲から除いた理由）
上記の非連結子会社は、小規模会社であり、総資産、
売上高、当期純損益及び利益剰余金（持分に見合う
額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼ
していないためであります。

（2）持分法の適用に関する事項
持分法を適用した関連会社数 １社
主要な会社等の名称 日東アリマン株式会社
持分法を適用しない非連結 青島日東食品有限公司
子会社及び関連会社の名称等 （持分法を適用しない理由）

上記の持分法非適用会社は、連結純利益及び連結利益
剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体として
も重要性がないため、持分法の適用から除外しており
ます。

（3）連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社５社のうち、JAPAN BEST FOODS COMPANY LIMITEDの決算日は12
月31日でありますが、決算日の差異が３ヶ月を超えていないため、本連結計算書類の作成
にあたっては、同日現在の財務諸表を使用しております。なお、連結決算日との差異期間に
おける重要な取引が生じた場合には、連結上必要な調整を行っております。
　連結子会社５社のうち、下記４社の決算日は、連結決算日と一致しております。
九州ベストフーズ株式会社
関西ベストフーズ株式会社
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株式会社機能性ペプチド研究所
株式会社爽健亭

（4）会計方針に関する事項
① 重要な資産の評価基準及び評価方法
有 価 証 券
満期保有目的の債券 償却原価法
そ の 他 有 価 証 券
時価のあるもの 決算末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売
却原価は、移動平均法により算定）

時価のないもの 移動平均法による原価法
た な 卸 資 産
製 品 ・ 原 材 料 ・ 仕 掛 品 総平均法による原価法

（貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく簿価切
下げの方法により算定）

貯 蔵 品 最終仕入原価法による原価法
（貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく簿価切
下げの方法により算定）

② 重要な減価償却資産の減価償却の方法
有 形 固 定 資 産
（リース資産を除く）

定率法
ただし、平成10年４月１日以降取得した建物（建物
附属設備を除く）並びに機械及び装置、平成28年４
月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物につ
いては、定額法によっております。
また、在外連結子会社は当該国の会計基準の規定に
基づく定額法によっております。

無 形 固 定 資 産
（リース資産を除く）

定額法
ただし、ソフトウェア（自社利用分）については、
社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法
によっております。

リ ー ス 資 産 リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする
定額法によっております。
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③ 重要な繰延資産の処理方法
社 債 発 行 費 支出時に全額費用として処理しております。

④ 重要な引当金の計上基準
貸 倒 引 当 金 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般

債権については、貸倒実績率に基づき、貸倒懸念債
権等特定の債権については個別に債権の回収可能性
を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

賞 与 引 当 金 従業員への賞与の支給に備えるため、支給見込額に
基づき計上しております。

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 役員への退職慰労金の支給に備えるため、内規に基
づく連結会計年度末要支給額を計上しております。

⑤ 消費税等の処理方法 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によ
っております。

⑥ 退職給付に係る会計処理の方法
退 職 給 付 見 込 額
の 期 間 帰 属 方 法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当
期までの期間に帰属させる方法については、給付算
定式基準によっております。

過 去 勤 務 費 用 及 び
数 理 計 算 上 の 差 異
の 費 用 処 理 方 法

過去勤務費用については、その発生時に費用処理し
ており、数理計算上の差異については、各連結会計
年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以
内の一定の年数（10年）による定額法により按分し
た金額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から費用
処理しております。

⑦ 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準
外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損
益として処理しております。なお、在外子会社の資産及び負債は、在外子会社の決算日
の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算
し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定及び非支配株主持分に含めて計上
しております。
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【表示方法の変更】
　(「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用に伴う変更)
「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年2月16日）に伴
う、「会社法施行規則及び会社計算規則の一部を改正する省令」（法務省令第5号 平成30年3月
26日）を当連結会計年度の期首から適用し、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、
繰延税金負債は固定負債の区分に表示する方法に変更しております。

２．連結貸借対照表に関する注記
（1）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
（2）有形固定資産の減価償却累計額 29,613,268千円
（3）担保に供している資産

建 物 4,837,763千円
機械及び装置 1,422,624千円
土 地 2,043,750千円
　 計 8,304,138千円
担保に係る債務
短 期 借 入 金 2,538,050千円
一年以内返済長期借入金 1,417,857千円
長 期 借 入 金 4,280,893千円
　 計 8,236,800千円

（4）受取手形割引高 2,897千円
　

３．連結損益計算書に関する注記
　記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

４．連結株主資本等変動計算書に関する注記
（1）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
（2）発行済株式の総数に関する事項

株式の種類 当 連 結 会 計 年 度
期首の株式数（株）

当連結会計年度
増加株式数（株）

当連結会計年度
減少株式数（株）

当連結会計年度
末の株式数（株）

普 通 株 式 12,102,660 ― ― 12,102,660
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（3）剰余金の配当に関する事項
① 配当金支払額等

　

決 議 株式の種類 配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円） 基 準 日 効力発生日

平成30年６月26日
定 時 株 主 総 会 普通株式 181,473 15.00 平成30年

３月31日
平成30年
６月27日

　

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度にな
るもの

　

決議予定 株式の種類 配当金の
原 資

配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円） 基 準 日 効力発生日

令和元年６月 26 日
定 時 株 主 総 会 普通株式 利益剰余金 181,472 15.00 平成31年

３月31日
令和元年
６月27日

５．金融商品に関する注記
（1）金融商品の状況に関する事項
　当社グループは、資金調達については銀行等金融機関からの借入及び社債の発行により行
い、また、資金運用については短期的な預金等の安全性の高い金融資産で行う方針でありま
す。
　受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクについては、販売管理規程に沿ってリスク低
減を図っております。有価証券は譲渡性預金等であります。また、投資有価証券は主として
株式であり、定期的に時価の把握を行っております。
　借入金及び社債の使途については、運転資金及び設備投資資金であり、長期借入金は固定
金利にすることで支払金利の変動リスクを回避しております。

（2）金融商品の時価等に関する事項
　平成31年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、
次のとおりであります。
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（単位：千円）
連結貸借対照表
計 上 額（＊） 時 価（＊） 差 額

① 現金及び預金 3,397,455 3,397,455 0
② 受取手形及び売掛金 10,644,246 10,644,246 0
③ 有価証券 180,000 180,000 0
④ 投資有価証券
　 その他有価証券 1,344,016 1,344,016 0
⑤ 支払手形及び買掛金 （5,036,851） （5,036,851） 0
⑥ 電子記録債務 (2,608,740） （2,608,740） 0
⑦ 短期借入金 （3,768,048） （3,768,048） 0
⑧ 未払金 （2,028,785） （2,028,785） 0
⑨ 社債 （1,000,000） （1,000,868） 868
⑩ 長期借入金 （7,207,406） （7,107,025） （100,380）

（＊） 負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。
（注1）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

① 現金及び預金、② 受取手形及び売掛金、③ 有価証券
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっており
ます。

④ 投資有価証券
これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、債券は取引金融機関等から提示された価格
によっております。

⑤ 支払手形及び買掛金、⑥ 電子記録債務、⑦ 短期借入金、⑧ 未払金
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっており
ます。

⑨ 社債
社債の時価については、元利金の合計額を、残存期間及び信用リスクを加味した利率で割り引いた現在
価値により算定しております。

⑩ 長期借入金
長期借入金の時価については、元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で
割り引いた現在価値により算定しております。

（注2）非上場株式（連結貸借対照表計上額1,697,086千円)は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを
見積ることができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「④ 投資有価証券 その他
有価証券」には含めておりません。

６．１株当たり情報に関する注記
（1）１株当たり純資産額 1,133円56銭
（2）１株当たり当期純利益 59円55銭
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書 謄本

独立監査人の監査報告書
令和元年５月22日

日東ベスト株式会社
　取締役会 御中

EY新日本有限責任監査法人
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 髙 橋 和 典 ㊞
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 鈴 木 克 子 ㊞

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、日東ベスト株式会社の平成30年４月１日から平
成31年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連
結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類
を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類
を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対する意
見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠
して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて
合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。
監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評
価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのもので
はないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、
連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会
計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の
表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に
準拠して、日東ベスト株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及
び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。

以 上
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監査役会の監査報告書 謄本

監 査 報 告 書

　当監査役会は、平成30年４月１日から平成31年３月31日までの第81期事業年度の取締役の職務の執行
に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報
告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
（1）監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告
を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説
明を求めました。

（2）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、取締
役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとと
もに、以下の方法で監査を実施しました。
① 取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び内部監査部門等からその職務の執行状況について
報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において
業務及び財産の状況を調査いたしました。
また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応
じて子会社から事業の報告を受けました。
② 取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式会社及びその
子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして事業報告に記載されている
会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該
決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び内部監査部門等からそ
の構築及び運用の状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。
③ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するととも
に、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。ま
た、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131
条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従
って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益
計算書及び株主資本等変動計算書）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益
計算書及び連結株主資本等変動計算書）について検討いたしました。
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２．監査の結果
（1）事業報告等の監査結果
① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認め
ます。
② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められま
せん。
③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制シス
テムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められま
せん。

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人EY新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（3）連結計算書類の監査結果
　会計監査人EY新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

令和元年５月24日
日東ベスト株式会社 監査役会
常勤監査役 横 塚 直 樹 ㊞
社外監査役 村 山 永 ㊞
社外監査役 小 野 クナ子 ㊞

以 上
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株主総会参考書類

第１号議案　剰余金の処分の件
　剰余金の処分につきましては、以下のとおりといたしたいと存じます。
　期末配当に関する事項
　当社は、株主の皆様に対する安定的な配当の継続を経営の重要課題として、経営基盤の
強化と収益力の向上に努めるなか、株主資本の充実をはかり、長期的な視点と業績を勘案
しながら利益配分を行います。
　第81期の期末配当につきましては、平成30年７月をもちまして設立70周年を迎えるこ
とができましたことから、記念配当を加え、以下のとおりといたしたいと存じます。
（1）配当財産の種類
　金銭といたします。

（2）配当財産の割当てに関する事項及びその総額
　当社普通株式１株につき15円（普通配当12円、記念配当３円）といたしたいと存じ
ます。
　なお、この場合の配当総額は181,472,475円となります。

（3）剰余金の配当が効力を生じる日
　令和元年６月27日といたしたいと存じます。
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第２号議案　取締役15名選任の件
　取締役18名全員が本総会終結の時をもって任期満了となります。つきましては、経営体
制の見直しに伴い３名減員し、取締役15名（うち社外取締役１名）の選任をお願いいたし
たいと存じます。
　取締役候補者は次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所 有 す る

当社の株式数

１ 内 田 淳
（昭和９年５月13日生）

昭和37年３月 当社入社
昭和47年４月 ㈱ベスト・フローズン常務取締役
昭和50年５月 当社取締役
昭和50年９月 ㈱ベスト・フローズン専務取締役
昭和62年９月 同社代表取締役社長
平成元年３月 関西ベストフーズ㈱代表取締役
平成５年２月 当社代表取締役
平成５年３月 ㈲ウチダ・コーポレート

代表取締役社長（現在）
平成６年４月 当社代表取締役社長
平成17年７月 青島日東食品有限公司代表取締役（現在）
平成24年10月 ㈱ウチダ・ホールディングス

代表取締役（現在）
平成25年６月 当社代表取締役会長（現在）

343,128株

２ 大 沼 一 彦
（昭和26年５月25日生）

昭和45年４月 当社入社
平成15年６月 当社取締役天童工場長
平成19年６月 当社取締役生産副本部長兼天童工場長
平成20年10月 当社常務取締役生産副本部長兼天童工場長
平成22年６月 当社常務取締役生産本部長
平成23年６月 当社専務取締役生産本部長
平成25年６月 当社代表取締役社長兼生産本部長
平成26年４月 当社代表取締役社長
平成27年６月 関西ベストフーズ㈱

代表取締役社長（現在）
平成29年４月 当社代表取締役社長兼営業本部長
平成30年４月 当社代表取締役社長（現在）

14,800株
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候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所 有 す る

当社の株式数

３ 塚 田 荘一郎
（昭和39年９月９日生）

平成６年４月 当社入社
平成22年10月 当社神町工場長
平成24年４月 当社生産副本部長
平成25年４月 当社生産副本部長兼生産部長
平成25年６月 当社取締役生産本部副本部長兼生産部長
平成26年４月 当社取締役生産本部長兼東統括工場長
平成26年６月 当社常務取締役生産本部長兼東統括工場長
平成27年６月 九州ベストフーズ㈱

代表取締役社長（現在）
平成27年10月 当社常務取締役生産本部長
平成30年４月 当社常務取締役営業本部長

兼海外事業本部長
平成30年６月 当社専務取締役営業本部長

兼海外事業本部長（現在）

23,200株

４ 鈴 木 清 信
（昭和33年１月７日生）

昭和55年４月 当社入社
平成17年４月 当社特販事業部長
平成21年６月 当社取締役特販事業部長
平成26年６月 当社取締役商品企画部長
平成28年６月 当社常務取締役商品企画部長（現在)

1,300株

５ 佐 藤 光 義
（昭和35年６月22日生）

昭和58年４月 当社入社
平成16年３月 当社爽健亭事業本部横浜工場長
平成22年４月 当社天童工場長
平成26年４月 当社生産部長
平成26年６月 当社取締役生産部長
平成29年６月 当社取締役生産本部副本部長兼生産部長
平成30年４月 当社取締役生産本部長兼生産部長
平成30年６月 当社常務取締役生産本部長

兼生産部長（現在）

3,800株

６ 松 田 企 一
（昭和34年１月28日生）

昭和57年４月 当社入社
平成22年４月 当社研究部長
平成26年６月 当社取締役研究部長（現在）

3,400株
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候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所 有 す る

当社の株式数

７ 長 瀬 信 裕
（昭和33年11月16日生）

昭和57年４月 当社入社
平成19年４月 当社高松工場長
平成23年５月 当社寒河江工場長
平成26年４月 当社西統括工場長兼寒河江工場長
平成27年６月 当社取締役西統括工場長兼寒河江工場長
平成30年４月 当社取締役生産本部副本部長

兼西統括工場長
平成31年４月 当社取締役生産本部副本部長

兼生産技術部長（現在）

3,000株

８ 阿 部 正 一
（昭和32年３月８日生）

昭和55年４月 当社入社
平成11年４月 当社東北支店長
平成17年４月 当社東京支店次長
平成23年４月 当社東北支店長
平成27年４月 当社外食事業部長
平成28年４月 当社東京支店長
平成28年６月 当社取締役東京支店長
平成29年４月 当社取締役営業本部副本部長

（東日本担当）（現在）

6,100株

９ 遠 藤 雅 芳
（昭和34年１月14日生）

昭和56年４月 当社入社
平成27年４月 当社品質保証部長
平成29年６月 当社取締役品質保証部長（現在）

2,100株

10 渡 邉 昭 秀
（昭和36年12月11日生）

昭和59年４月 当社入社
平成17年４月 当社大阪支店長
平成27年４月 当社東北支店長
平成29年４月 当社営業本部副本部長（西日本担当）
平成29年６月 当社取締役営業本部副本部長

（西日本担当）（現在）

6,400株

11 内 田 真帆子
（昭和46年６月22日生）

平成20年１月 当社入社
平成29年４月 当社健康事業部長
平成30年６月 当社取締役健康事業部長
平成31年４月 当社取締役営業企画部長（現在）

34,200株
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候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所 有 す る

当社の株式数

12 小 関 徹
（昭和35年12月３日生）

昭和59年４月 当社入社
平成28年11月 当社海外事業本部付部長
平成29年８月 当社経理部次長
平成30年７月 当社経理部長（現在）

3,300株

13 伊 藤 浩 志
（昭和37年６月５日生）

昭和60年４月 当社入社
平成26年８月 当社試作開発部次長
平成28年４月 当社試作開発部長
平成31年４月 当社加工技術部長（現在）

2,600株

14 遠 藤 雅 明
（昭和40年５月15日生）

平成12年４月 当社入社
平成28年４月 当社総務人事部次長
平成31年４月 当社総務人事部長（現在）

6,300株

15 黒 沼 憲
（昭和20年11月30日生）

昭和56年８月 公認会計士・税理士登録
平成２年７月 黒沼共同会計事務所所長
平成２年12月 中央青山監査法人代表社員
平成22年６月 当社社外監査役
平成27年６月 当社取締役（現在）
平成27年12月 税理士法人黒沼共同会計事務所

代表社員（現在）

‐株

（注）（1）各取締役候補者と会社との間に特別の利害関係はありません。
（2）黒沼憲氏は社外取締役候補者であります。同氏は、株式会社東京証券取引所の定めに基づく独立役員

の候補者であります。
（3）黒沼憲氏は公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有するものであ

ります。社外取締役の職務の適切な遂行が可能であり、また、取締役会における専門的見地による適
切な助言の実績から、社外取締役としての選任をお願いするものであります。

（4）黒沼憲氏は、現在当社の社外取締役であり、その就任してからの年数は、本総会終結の時をもって、
４年であります。

（5）黒沼憲氏が社外取締役に就任した場合には、当社と同氏は会社法第423条第１項に定める賠償責任を
限定する契約を継続する予定であり、当該契約に基づく賠償責任限度額は、法令が定める額といたし
ます。
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第３号議案　監査役１名選任の件
　本総会終結の時をもって、監査役小野クナ子氏は任期満了となりますので、監査役１名の
選任をお願いいたしたいと存じます。
　なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。
　監査役候補者は、次のとおりであります。
氏 名
（生 年 月 日） 略歴、地位及び重要な兼職の状況 所 有 す る

当社の株式数

小 野 クナ子
（昭和22年10月30日生）

昭和41年７月 山形県庁職員採用
平成16年４月 健康福祉部子育支援主幹
平成17年４月 文化環境部女性青少年政策室主幹
平成18年４月 商工労働観光部雇用労政課就業促進主幹
平成20年３月 県庁退職
平成25年３月 寒河江市社会福祉協議会監事
平成26年３月 山形県収用委員会委員
平成27年６月 当社監査役（現在）
平成27年９月 寒河江市社会福祉協議会副会長（現在）

‐株

（注）（1）監査役候補者と会社との間に特別の利害関係はありません。
　 （2）小野クナ子氏は会社法第２条第16号に定める社外監査役の候補者であります。県庁職員としてこれ

まで培ってきたその経験と識見を当社の監査体制の一層の強化へ活かすため、社外監査役の候補者と
して選任しております。同氏が職務を遂行することができるものと判断した理由は、前述の実務経験
を有することなどを総合的に勘案したためであります。

　 （3）同氏は、現在当社の社外監査役であり、その就任してからの年数は、本総会終結の時をもって、４年
であります。

　 （4）同氏が社外監査役に就任した場合には、当社と同氏は会社法第423条第１項に定める賠償責任を限定
する契約を継続する予定であり、当該契約に基づく賠償責任限度額は、法令が定める額といたしま
す。
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第４号議案 退任取締役に対する退職慰労金贈呈の件
　 本総会終結の時をもって取締役を退任されます鈴木俊幸、山本時夫、佐藤明彦、工藤象二
　郎、近野 修、熊谷敏博の６氏に対し、その在任中の労に報いるため、当社の定める一定の
　基準による相当額の範囲内で、退職慰労金を贈呈いたしたいと存じます。なお、その具体的な
　金額、贈呈の時期、方法等は取締役会にご一任願いたいと存じます。
　 退任取締役の略歴は次のとおりであります。

氏 名 略歴

鈴 木 俊 幸

昭和52年６月 当社常務取締役
昭和62年６月 当社代表取締役社長
平成６年４月 当社代表取締役会長
平成25年６月 当社取締役
平成26年６月 当社取締役相談役（現在）

山 本 時 夫 平成17年６月 当社取締役
平成23年６月 当社常務取締役（現在）

佐 藤 明 彦 平成19年６月 当社取締役
平成25年６月 当社常務取締役（現在）

工 藤 象二郎 平成25年６月 当社取締役
平成29年６月 当社常務取締役（現在）

近 野 修 平成25年６月 当社取締役（現在）

熊 谷 敏 博 平成27年６月 当社取締役（現在）

以 上

宝印刷株式会社 2019年05月24日 20時22分 $FOLDER; 42ページ （Tess 1.50(64) 20181220_01）



至河北

至左沢

駅前広場 ろうきん

至山形

至山形

当社
(会場)

J R寒河江駅

株主総会会場ご案内図
　

会 場 山形県寒河江市幸町４番27号
日東ベスト株式会社本店会議室

電話番号 0237－86－2100
　

　

● ＪＲ左沢線寒河江駅 下車 徒歩３分
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